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１　生活機能の強化に係る政策分野

達成率の内訳
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1-5 地域コミュニティ

達成率の内訳

【事業の進捗状況】

● 評価がA，Bの事業

● 評価がC，Dの事業

　評価がC，Dとなった事業は全体のうち約21％。その要因等は以下のとおり

D

C

　全体のうち50％の事業は，目標値に対して100％以上の達成率であり，達成率が80％以上の事業までを含めると
全体の約76％となり，概ね順調に推移していると考えられる。

施　策

事業名

指標設定数 11

C主な事業内容

要因

事業数 8

産業振興
達成
状況

地域商業活性化事業（事業番号12）

空き店舗を活用した新規出店，既存店舗への改装を補助する。

新型コロナウイルスの影響により創業希望者が減少したため。

達成
状況

D

事業名 コミュニティビジネス支援事業（事業番号26）

事業名 中小企業金融支援事業（事業番号13）

主な事業内容
金融の円滑化により，市内企業を育成を支援する。利用しやすい金融制度の構築，
利子補給の促進を図る。

要因
国が実施したコロナ対策の融資（無利子・無担保）の利用を図ったため，市独自の制
度への斡旋件数が低下したため。

C主な事業内容
地域資源を活用した特産品製造・販売など，住民組織が行う地域の力を引き出すコ
ミュニティビジネスへ支援を実施

要因

要因
少子高齢化，担い手不足に加えて新型コロナウイルスの影響による住民活動の停
滞，住民同士の交流の 希薄化等が要因と考えられる。

要因
地域において支援員に適した人材の不足。未配置地区において制度や優良事例に
ついての周知が必要。

事業名 地域支援員活用事業（事業番号28）

主な事業内容
中山間地域の維持・活性化のため，地域住民の意見聴取，地域での話し合いの促
進，連携体制づくりを行う地域支援員の配置を推進

ビジネスの運営，展開に関する知識を有した専門的人材の不足が要因と考えられる。

事業名 中山間地域活性化事業（事業番号27）

主な事業内容
中山間地域住民が「地域計画」に基づいて，主体的に取り組む地域の維持・活性化の
活動に対して支援を実施）

施　策 地域コミュニティ
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予算 決算

　1-1　医療

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

31,045

北部地域の医療確保の観点から事業継
続が必要。

事業を継続実施していく。 65,149 63,476
世羅中央病院企業団運
営事業

北部地域の医療の維持
確保（北部地域の医療
機関数）

100.0% A

今後の小児医療体制維持のため，休日
の診療体制を支援する事業を継続してい
く。

28,919 35,0005 小児救急医療運営事業
日曜日における診療体
制維持

－ A

休日小児科診療を担う医療機関に対し，
運営費の一部を補助し，休日における小
児救急医療体制を安定的かつ継続的に
確保した。

課　題

今後も初期救急医療体制を確保していく
ため，継続実施が必要。

休日又は夜間における入院治療を必要と
する重症救急患者の医療を確保するた
め，継続実施が必要。

今後も休日・夜間急患センターを運営し
ていくため，医療従事者の確保等の体制
維持が必要。

より多くの医療関係者や市民が利用でき
るよう啓発が課題。

市内小児科医の閉院も見られる中，今後
の小児医療体制の維持が課題。

6

A
休日・夜間における急病患者の医療を確
保した。

3
休日・夜間急患センター
運営費補助事業

休日・夜間急患センター
の設置数

100.0%

100.0%

内容 達成率
達成
状況

2
病院群輪番制病院運営
費補助事業

24時間365日の二次救
急医療体制の維持

4
救急医療情報システム
運営事業

救急医療情報ネットワー
クシステムの運営維持

－ A
県内の救急医療情報等について，多くの
医療関係者や市民が利用できる体制を
確保した。

世羅中央病院企業団の構成団体として，
負担割合に基づき病院運営費，企業債
償還等について負担し，世羅中央病院及
びくい診療所の健全経営を図った。

在宅当番医の調整・実
施及び祝日等（昼間）に
おける小児初期救急医
療体制の維持

「広島県救急医療情報ネットワークシステ
ム」の普及・啓発策を検討する。

580 651

医療従事者確保対策を検討する。 34,150 34,150

事業を継続実施していく。 31,044100.0% A
休日及び夜間に診療業務を行う輪番制
病院として，重症救急患者の受入れ等，
休日・夜間の診療業務体制を確保した。

事業費（千円）

令和３年度

164,777 164,553

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 １　生活機能の強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　各地域ごとに身近な診療所等で，健康診断や病気の治療などに対応できるとともに，入院や専門的な検査・治療，救急医療などは，中心地域等の医療機関において対
応できるよう，市民を支える医療提供体制の維持・確保をめざす。

A
地域住民を対象に救急医療知識の普及
啓発及び在宅当番医の周知を行い，休
日及び夜間の初期救急医療を確保した。

事業を継続実施していく。 4,711 4,7131
在宅当番医制事業運営
委託事業

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満
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予算 決算

　1-2　高齢者福祉

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

新規登録団体及び登録者の確保及び活
動継続支援を行う。

3,054

今まで構築したシステム等の評価見直し
を行いながら，普及の継続を図る。

3,146

支援相談体制の強化を図る。 13,000 13,000

課　題

在宅医療・介護連携推進支援センターの
周知を行い，相談しやすい体制の強化を
図る必要がある。
　緊急時バックアップシステムの普及を図
る。

感染症等の影響により、登録団体及び登
録者増加が停滞している。活動を継続し
ていく上で担い手も高齢化しており、新た
な担い手不足もあり，活動の継続が難し
くなっている団体もある。

生活困窮や支援拒否，老々介護などの
課題が重複し，支援困難な事例が増えて
いる。単に介護サービスに結びつけるだ
けで終結しない事例の増加が進むと，相
談支援体制の維持に支障をきたす恐れ
がある。

協議体の設置・運営において地域の関係
者との連携・情報共有を図れる場確保の
ため事業を進めているが，住民自治組織
が弱体化する状況の中，取り組みが進み
にくい。

B
相談件数は増加しており，高齢化により
今後さらに増加が見込まれる認知症高齢
者の相談窓口として周知が進んでいる。

9
認知症に関する支援相
談体制の充実

認知症地域支援推進員
実相談件数

85.2%

94.6%

35.0% D

小中学校圏域での協議する場を7カ所設
置。また，新たな協議体設置に向けた準
備会を2カ所設置している。その他にも地
域と専門職との連携のためのサロン交流
会を市内6カ所で開催。

10 生活支援体制整備事業
地域課題について住民
等が主体となって話し合
う協議体数

住民啓発と，活動支援・新規活動者の発
掘に向けた研修は必要であり，関心を示
す地域への活動提案を社会福祉協議会
と連携し実施していく。

19,702 19,702

7
在宅医療・介護の連携
推進事業

総介護サービス利用給
付費に占める施設サー
ビス利用給付の割合

82.7%8
高齢者等が安心して集
うことのできる場づくりの
充実

高齢者の集いの場（サ
ロン，百歳体操）の登録
者数

B

【ふれあい・いきいきサロン】
　サロン数198団体
　会員数3,601人
【いきいき百歳体操】
　団体数90団体
　登録者数920人（サロン除く）
　　　　　　 1,741人（サロン含む）

B

・ICTシステム導入数（R2年度372件R3年
度432件）
・在宅医療介護連携支援センター相談実
件数（R2年度55件，R3年度62件）
・緊急時バックアップシステム（R2年度25
件，R3年度27件）　退院時カンファレンス
マニュアルの作成

達成
状況

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 １　生活機能の強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　令和12（2030）年まで75歳以上の後期高齢者人口が増加する見込みの中，それぞれの地域の中で，住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供され，要介護
状態になっても住み慣れた場所で安心して自分らしい暮らしを続けることができる地域包括ケアシステムが構築された圏域づくりをめざす。

内容 達成率

事業費（千円）

令和３年度

56,693 38,902

5,292

6,512

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満
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予算 決算

　1-3　産業振興

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

24,55826,54311 中心市街地活性化事業

（1）歩行者・自転車通行
料<休日>

－ －

（4）リノベーション支援
件数

140.0% A

（3）商店の空き店舗数 － －

第１期基本計画（H27.12～R3.3）における
駅前東館跡地活用整備事業（キオラスク
エア），三原城跡周辺整備事業等の主要
事業の実施により，一定の集客効果が図
れた。
一方で，コロナ等の影響も一つの要因と
して，ハード整備による集客効果を周辺
商店街等へ波及させるイベント等の取り
組みが継続的に実施できなかった。

第1期基本計画の課題等を踏まえ，㈱ま
ちづくり三原が中心となり，商店街組織等
との連携により，魅力ある店舗の誘致，
集客力・回遊性の向上に繋がるイベント
や情報発信を推進していく。

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 １　生活機能の強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　各地域ごとに生活を続けるうえで，日常生活の基盤となる日常的な買い物環境を維持・確保するとともに，商業・サービス業，公共公益機能が集積する中心地域が，買
回り品や様々なサービスを提供する圏域の経済をけん引する拠点としての役割も果たすことで，市民生活の維持・発展をめざす。
　また，圏域内で仕事に従事することができるとともに，農業をはじめ，各地域の特性を活かした産業振興の取組などを通じて，豊かな生活を送ることができる地域の実現
をめざす。

－ －

－
（1）歩行者・自転車通行
料<平日>

－ －

達成率
達成
状況

（2）小売業年間商品販
売額

62.4% C

新規出店者への改装費等を補助し，創業
時における資金的な負担を軽減すること
で，新たな創業者の創出に繋がった。
《R3》新規出店者への補助⇒8件

（2）小売事業所数
第1期基本計画におけるハード整備によ
り，一定の集客効果が図れたが，周辺商
店街等へ誘導する仕掛け，商店街組織
等による継続的なイベント実施等の取り
組みが必要。
㈱まちづくり三原を中心とし，商店街等の
空き店舗への魅力ある店舗誘致や既存
店舗の経営継続に向けた支援が必要。

4,507

課　題

コロナの影響により，創業希望者が減少
しており，㈱まちづくり三原を中心とする
起業化促進連携協議会が実施する起業
化支援や当該補助事業の利用促進を
図っていく必要がある。

－

内容

6,31612
地域商業活性化支援事
業

創業者延べ人数

事業費（千円）

令和３年度

1,219,440 1,195,257

起業化促進連携協議会が実施する創業
セミナー，SCC（スタートアップ創出シティ
カレッジ）等により起業意識の醸成を図る
とともに，当該補助事業の制度周知を図
り，新規創業者の創出を図る。

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満
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R3 R4

決算 予算

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針
達成率

達成
状況

課　題
内容

事業費（千円）

人・農地プランに位置付けられた中心的
経営体へ，農地中間管理機構を活用し農
地集積に協力した農地所有者へ支援を
行うことで，担い手への農地の集積・集約
化を促進し，農業生産コストの削減を図
る。

4,251 17,334担い手への農地集積率 87.5% B

担い手へ新たに農地を預けた地権者に
対し協力金を交付し，担い手に対し，面
的な農地集積をすることで安定的な生産
基盤の確立を図った。

47,526

コロナ融資の据置期間満了に伴い，事業
者の経営安定，事業継続に向けた支援
を推進していく必要がある。

･農地の更なる流動化及び農地中間管理
機構の活用の推進を図る必要がある。
・所有者と担い手のマッチングをいかに効
率的に推進していくかが課題となる。

防護柵補助や啓発活動により，農作物被
害は減少しているが，全市的な取組とは
なっていない。先進的な取組を行っている
地域の活動をどのように広げていくのか
が課題となる

D

国が実施したコロナ融資（無利子・無担
保），政策金融公庫のコロナ特別貸付（無
利子・無担保）の利用促進を図ったため，
市制度融資の活用実績は少なかった
が，資金繰りに苦慮する中小事業者への
支援が実施できた。

13 中小企業金融支援事業 金融斡旋件数 14.2%

14 農地流動促進事業

15 有害鳥獣対策事業
野生鳥獣による農作物
被害額

95.3% B

防護柵設置等に対して補助金を交付する
だけでなく，実際に現地確認を行い，設
置について指導等を行った。また狩猟免
許取得に対して経費を補助することで，
捕獲者の育成を図った。

防護柵の補助や啓発活動を行い，有害
鳥獣からの農作物被害の減少に努める
とともに，モデル集落を数箇所設置し，総
合的な対策により，農作物の被害軽減を
実証することで，取組を広げていく

46,659

国，県の低利融資（セーフティネット融資）
の利用促進を図るともとに，市制度融資
の利率引下げにより活用を促進し，事業
者の経営安定，事業継続を図る。
　《長期融資》利率1.5％⇒1.3％（R4）
　《短期融資》利率1.0％⇒0.8％（R4）

1,113,297 1,117,391
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予算 決算

　1-4　防災

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

次の地区において急傾斜地崩壊対策工
事を実施した。
　・深小学校上地区
　・沼北小学校地区
　・笹原地区

急傾斜地崩壊対策事業は令和3年度末
時点で整備率が24.3%と低く事業進捗を
図る必要がある。

土砂災害特別警戒区域及び警戒区域に
指定された1,878か所のうち，区域内に位
置する指定緊急避難場所や指定避難
所，福祉避難所の40箇所を保全するた
め，優先箇所とし整備を行う。

100,003 138,036急傾斜地崩壊対策事業
急傾斜地崩壊対策を実
施する地区数の割合

100.0% A

コミュニティFM活用事業
FM告知端末の世帯普
及指数

100.0% A
市民に対し，市政情報をはじめ，コロナ関
連情報やイベント情報などを発信した。

危機管理課の実施する不感地域対応に
併せて対応済み地域への集中的な配布
を実施する。

37 3,805

広報誌等で繰り返し周知を図り，認知度
を向上させる。
補助金を交付し，運営体制の強化を図
る。

課　題

設立はしているものの，活動が伴ってい
ない組織がある。また，コロナ禍により活
動を控える状況が発生している。

車両・資機材等の価格上昇により,計画通
り更新できない可能性がある。

事業について市内全域で周知され，安定
運用期に入ったが，伸び率は直近1年間
で0.4％であり，今後もその程度の率が予
想される。

県が区域指定する度に，１件ずつ公開用
データを更新することは困難

FMみはらの認知度が低い。また，運営上
局長に負担が掛かっており，運営体制に
課題がある。

22

A

市民に対しコミュニティFM放送（FMみは
ら）の電波を利用した災害情報を伝達す
ることで，迅速な情報伝達や，災害時に
おける避難行動につながっている。

19
災害時一斉情報伝達手
段整備事業

FM告知端末の世帯普
及指数

100.0%

98%

内容 達成率

21

自主防災組織の活性化
率

0 6620 防災啓発事業
総合ハザードマップの
Web版への移行

100.0% A
Web版へ移行したことにより，最新情報へ
の更新が容易になるとともに，パソコンや
スマートフォンで確認できるようになった。

予算の関係上,現状2台の更新が１台にな
る可能性がある。費用対効果を含め,更
新計画を精査する必要がある。

13,986 185,830

継続して情報の更新を図る。

達成
状況

18 消防団活性化対策事業
消防団車両の平均使用
年数（25年以上）

84.6% B 車両更新計画に基づき更新している。

B
訓練や防災学習等を通じて，地域の防災
力向上につながっている。

補助制度や出前講座等を活用し，活動の
支援を図る。

3,266 6,05017
自主防災組織設立・育
成時事業

事業費（千円）

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 １　生活機能の強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　各地域において，市民の防災・減災に関する意識の醸成や知識・技術の取得，危険箇所の災害防止を図るとともに，圏域全体として災害発生時における正確な情報伝
達と避難行動の指示，地域や企業との連携・協力関係の構築などに取り組み，災害が発生したとしても被害を最小限に抑え，災害死ゼロの圏域をめざす。

令和３年度

451,051 421,966

14,237 11,300

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満
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R3 R4

決算 予算

課　題
内容 達成率

達成
状況

事業費（千円）

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

緊急自然災害防止対策事業債を活用し，
家屋浸水や道路冠水の対策を検討，実
施することのより，防災・減災を図ってい
く。

引き続き広島県との連携をはじめ，市道
整備（糸崎126号）や地元と連携し，事業
の推進に取り組む。

8,724 29,527

23 河川改修事業
河川改修を実施する河
川の割合

96.0% A
次の河川において改良工事，測量・設計
等を実施した。
　・普通河川大平川外3河川

R3年豪雨による家屋浸水や道路冠水に
係る対策要望を町内会や企業から受け
ている。対策を行う必要があるが，費用
対効果なども含め検討が必要である。

24 高潮対策事業 事業進捗率 93.4% B
事業進捗率は71.0％だが，海岸保全施
設の整備により，高潮・波浪等の越波に
よる浸水リスクの低減につながっている。

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、資材メーカーからの資材の入荷が不
安定であり、調達に不測の時間を要して
いる。

281,713 376,851

9



予算 決算

　1-5　地域コミュニティ

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

27 中山間地域活性化事業

「地域計画」に基づく活動の実践や相互
のネットワーク構築の支援を行うことによ
り，地域課題の解決や地域活性化が図ら
れた。

「地域計画」を策定した住民組織の中で，
「地域ビジョン」の策定が未着手の組織が
あり，策定に向けた働きかけが必要。

計画的な取組を継続するため，「地域ビ
ジョン」の策定・実践を円滑に展開するよ
う支援する。

800 800

111.1% A

880 880

支援対象団体に制度の周知や先行事例
の提供を行う。

3,320 4,50075.0% C

地域資源等を活用して利益や雇用を生
み出す事業の実施及び検討を支援する
ことにより，地域課題の解決や地域活性
化を図った。

A
本事業により「地域ビジョン」を策定したこ
とで，持続可能な地域経営，新たな活力
の創出につながった。

引き続き，中山間地域の未策定地域，中
心部の住民組織への策定を呼び掛ける
とともに，策定地域へのフォローアップを
行う。

課　題

中心部の住民組織（活動中核組織）にお
ける策定の推進が必要。

住民組織(活動中核組織)において，ビジ
ネス運営・展開に関する専門的人材の不
足が課題。

未配置地区における配置の促進が必
要。

登録団体の増加及び登録後の活発なサ
イト利用が課題。

30

D

地域活動が以前より活
発化していると感じる中
山間地域の住民組織
（活動中核組織）の割合

55.1%

100.0%

内容 達成率
達成
状況

26
コミュニティビジネス支援
事業

住民組織が行うコミュニ
ティビジネス事業数

29

28 地域支援員活用事業
地域支援員の配置地区
数

74.1% C
中山間地域に地域支援員を配置し，その
活動を支援することにより，地域の維持・
活性化を図った。

市民協働サイト運営事
業

サイトを運用する団体会
員数

100.0% A
本事業により，市民活動団体や住民組織
等の情報の共有化につながった。

本事業により，市民協働の担い手である
市民活動団体の育成につながり，子ども
食堂開設，生活充実講座の開催，本町ガ
イドマップづくり等の子業が行われた。

市民活動団体育成事業 育成した団体数 団体の活動の継続が課題。
活動基盤作りの支援を多面的に行うとと
もに，補助事業終了後の団体へのフォ
ローアップを行う。

300 250

以前より地域での暮らし
に安心感が高まってい
ると感じる中山間地域の
住民組織の（活動中核
組織）の割合

－ D

未配置地区については，制度の周知に
努め，住民組織との協議を行っていく。

20,635 34,318

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 １　生活機能の強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　地域全体において，地域経営方針に基づき，住民相互が協力し，自らが考え，行動する主体的な地域づくり活動に対する支援や，地域と行政の連携による地域運営，
地域への愛着や誇りを生み魅力を伝える情報発信の支援など，多様な主体との協働を通じて，地域コミュニティの維持・活性化を図り，安心して暮らしやすい圏域をめざ
す。

13,115 25,58425 地域経営推進事業
「地域ビジョン」を策定
し，活動に取り組んでい
る組織数

未登録団体へのサイトの周知及び登録
後の団体への利用促進を行う。

令和３年度

81,549 50,055

事業費（千円）

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満
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R3 R4

決算 予算

課　題
内容 達成率

達成
状況

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

事業費（千円）

市に移住相談を行った
人のうち，市のシティプ
ロモーションを見て関心
を持った人の割合

－ A

協働事業実施中の団体と市との連携を
強化し．将来を見据えた団体への支援を
行う。

441 1,405

10,159

－ －
市民活動団体等と市の協働事業により，
地域課題や公共的課題の解決又は地域
の魅力創造につながった。

協働事業終了後の団体の自立及び活動
の継続が課題。

都市認知度（地域ブラン
ド調査【民間調査】ラン
キング推移）

－ A

31 市民提案型協働事業
市と協働で実施し，継
続・自立した事業数

32
シティプロモーション推
進事業

市民や企業，団体等と一体となり「みんな
で創るまち三原」プロジェクトの推進に取
り組むため，三原のＰＲ動画の制作やイ
ベント等の実施により，まちの魅力を市内
外に発信した。

情報接触度（地域ブラン
ド調査【民間調査】ラン
キング推移）

－ A

市民や企業，団体等が個々に「まちの魅
力づくり」に取り組んでおり，これらの取
組をシティプロモーションのプロジェクトと
して市役所等も連携し，プロジェクトを推
進したり，市内外へ情報発信しているが，
市内において，シティプロモーションの取
組が広がっていない。

実践的な活動ができ，今後の取組をけん
引する市民団体等を外部アドバイザーと
して設置するとともに，市民や企業，団体
とのつながりを強化し，三原の魅力づくり
やその情報発信に取り組む。

10,564
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２　結びつきやネットワークの強化に係る政策分野

達成率の内訳

2-1 地域公共交通 2-2 道路・情報通信等のインフラ整備・維持管理

達成率の内訳 達成率の内訳

2-3 公共施設マネジメント

達成率の内訳

事業数 8

指標設定数 11

事業数 2 事業数 5
指標設定数 5

事業数 1
指標設定数 1

指標設定数 6

0

1

2

3

4

5

6

7

8

A：100％以上 B：99～80％ C：79～60％ D：59%以下

0

1

2

3

4

5

A：100％以上 B：99～80％ C：79～60％ D：59%以下

0

1

2

3

4

5

A：100％以上 B：99～80％ C：79～60％ D：59%以下

0

1

2

3

4

5

A：100％以上 B：99～80％ C：79～60％ D：59%以下

18.1％

63.6％
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● 評価がA，Bの事業

● 評価がC，Dの事業

　評価がC，Dとなった事業は全体のうち約18％。その要因等は以下のとおり。

施　策 地域公共交通
達成
状況

事業名 地域公共交通維持拡充事業（事業番号33）

C主な事業内容
地域公共交通の維持・充実を図る。「三原市立地適正化計画」で位置づけた「都市生活拠
点」「地域生活 拠点」相互の連絡，主要公共施設等相互の連絡及び「生活拠点」と周辺地
区の連絡の維持・充実を図る。

要因
新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛や生活様式の変化等により公共交通
利用者は大幅に減少 し，公共交通の維持確保に係る市の負担額が増加した。

　全体のうち63％の事業は，目標値に対して100％以上の達成率であり，概ね順調に推移していると考えられる。
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予算 決算

　2-1　地域公共交通

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

令和３年度

246,284 242,634

100.0% A

・今後も交通事業者の事業継続に対する
支援を実施するとともに，利用促進に繋
がる取組を実施していく。
・旧三原地域の中で交通不便地域にアン
ケートを実施し，コミュニティ交通の導入
を検討していく。

－

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 ２　結びつきやネットワークの強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　圏域内での機能補完や役割分担による連携を進めるため，各地域内や地域間での移動ニーズに応じた手段の充実に加え，鉄道・港湾等の交通利便性向上などによ
り，市民生活の基盤となる交通手段を確保するとともに，コンパクトなまちづくりを支える地域公共交通の維持・活性化をめざす。

33
地域公共交通維持充実
事業

・路線バス事業者については，補助金を
交付することで，地域住民にとって必要
不可欠な生活交通路線の維持を図った。
・地域コミュニティ交通については，運営
する住民組織への運行経費補助などに
より，運行を継続するとともに，利用が低
迷している久井地域コミュニティ交通の運
行形態を見直し，デマンド型乗合タクシー
を導入して運行を開始した。また，大和支
所・世羅中央病院直通バスの実証運行を
実施して，運行可能性を検討した。
・生活航路については，県と連携し航路
事業者に対して運航費補助金を交付する
とともに，フェリー航路再編計画につい
て，町内会，航路事業者，市の三者で対
応を協議し，島民生活にとって必要不可
欠な航路の維持・確保に努めた。
・新型コロナウイルス感染症地方創生臨
時交付金を活用し，コロナ禍において事
業を継続している地域公共交通事業者
（路線バス，航路，タクシー事業者）に対
して支援を行い，事業の継続を図った。

・新型コロナウイルス感染症の影響によ
る外出自粛や生活様式の変化等により
公共交通利用者は大幅に減少し，公共
交通の維持確保に係る市の負担額は大
幅に増加したが，公共交通は市民の日常
を支える重要な移動手段であるため，今
後も交通事業者の事業継続に対する支
援が必要。
・三原地域で交通不便地域が広がってお
り，コミュニティ交通の導入などにより交
通不便地域の解消に取り組む必要があ
る。

事業費（千円）

－

242,634 233,275

C

－

課　題

34

C
地域コミュニティ交通利
用者1人あたりの事業費

68.2%

76.6%

内容 達成率
達成
状況

利用者による市内航路
の満足度

－ －

路線バス・地域コミュニ
ティ交通の利用者数

自動車を利用しない市
民の日常移動に対する
満足度

住民団体が運営する地
域コミュニティ交通の数

自動運転車両の普及に向けた次世代運
行サービスの施策の検討，市内の移動
における回遊性の向上ならびに移動に係
る諸問題の解決と利便性の充実を検討
するため，MONET Technologies㈱と覚書
を締結して，他市町の導入事例などの情
報収集に努めた。

実証実験等の実施については，費用対
効果を勘案しながら検討する必要があ
る。

引き続き情報収集に努めるとともに，費
用対効果を勘案しながら実現可能性につ
いて検討していく。

－ －
地域公共交通利便性向
上事業

※具体的な事業の決定
時に検討する

－

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満
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予算 決算

　2-2　道路・情報通信等のインフラ整備・維持管理

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 ２　結びつきやネットワークの強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　市街地の渋滞緩和や災害など緊急時のための道路・通信ネットワーク，産業活動を支える物流機能や通信環境の整備・充実を図るため，道路網・情報通信網の整備や
適切な維持管理に取り組み，ネットワーク機能が強化された一体性のある圏域づくりをめざす。

内容 達成率
達成
状況

A

現行，インターネット回線速度は100Mbps
で提供するが，利用者のニーズと他社の
サービスとの均衡を考慮し，1Gbpsへの
増速を実現する。

305,848 134,336

107,878

・木原23号線は，難航地権者と任意買収による交
渉を継続する。R5年度迄で交渉が不調の場合は
道路線形の変更を行う。
・社会資本整備総合交付金や，緊急自然災害防
止対策事業債を活用することにより財源の確保を
図る。

224,884 384,047

久井・本郷地域において，ケーブルネット
ワーク施設を活用し，ケーブルテレビ・イ
ンターネットサービスを利用した行政情報
の提供を行うことできた。

課　題

木原道路開通後，新倉ランプより西側で
の渋滞が予測される。

・木原23号線は，任意用地交渉が難航し遅れが生
じている。
・高度経済成長期に整備された公共土木施設の
多くは建設後約50年以上が経過する。今後道路ス
トックの維持管理に多額の費用がかかり，市道改
良事業の財源確保が求められる。

H17～H22にかけて整備した情報基盤施
設の機器について，耐用年数経過に伴う
更新時期を迎えており，機器の更新には
多額に経費を必要とする。

回線速度増速のための設備投資を利用
者負担へどの程度反映するか検討する
必要がある。

公開する市が有する地図情報の種類を
増やす必要がある。

A
情報基盤施設を活用し，ケーブルテレビ・
インターネットサービスを利用した行政情
報の提供を行うことできた。

37
情報基盤施設維持管理
事業

安定的なサービスの継
続（ケーブルテレビ等の
サービス停止日数）

100.0% A

35
地域高規格道路整備促
進事業

事業中の地域高規格道
路の進捗（一般国道2号
木原道路）

100.0%

次の工事等を実施した。
・市道木原22号線　道路改良工事
・市道木原52号線　道路改良工事，用地取得，物
件移転補償
・市道糸崎126号線　道路改良工事，用地取得
・市道沼田東町南部29号線外16路線
道路改良工事，用地取得，物件移転補償

38
ケーブルネットワーク施
設維持管理事業

安定的なサービスの継
続（ケーブルテレビ等の
サービス停止日数）

464,187

36 市道整備事業 市道の改良率

事業費（千円）

13,000

100.0% A

道路台帳を公開型GISに掲載することで，
来庁しなくても閲覧できる状況を構築す
る。

－

100.0%

令和３年度

1,199,600 1,114,519

39
ICT等新たな技術の活
用による生活利便性向
上に向けた取組

※検討状況に合わせ今
後検討する

－ A

公開型GIS上で，ハザードマップや避難
場所，AED設置施設等の情報を提供する
ことで，市民等がWeb上閲覧できる状況
を構築できた。また，統合型GIS上で災害
発生時の被災情報の庁内での共有する
仕組みを構築した。

民間事業者のサービス高速化と利用者
のニーズに合わせて回線速度の高速化
を進めていく。
また，耐用年数を経過した情報基盤整備
機器の更新を順次継続していく。

119,600 125,000
新倉ランプより西側の未整備区間での調
査検討に向けた要望活動を実施した。

福山本郷道路事業を促進するため，商工
会などと連携した要望活動を実施する。

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満
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予算 決算

　2-3　公共施設マネジメント

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

課　題

財産処分に至るまでに測量，分筆などが
必要のため，時間とコストを要する。

0 2440
公共施設マネジメント事
業

公共施設の総量削減率

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 ２　結びつきやネットワークの強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　平成17（2005）年３月の合併により，機能の重複や規模が過大な公共施設等が残されており，施設全体を横断的に整理し，現状と将来見通しを踏まえ，維持管理や大
規模改修，建替えなどについて，中長期的な視点を持って計画的・効果的に推進することにより，財政負担の軽減・平準化を図り，将来の世代に過大な負担を残さない公
共施設等の適切な配置をめざす。

内容 達成率
達成
状況

事業費（千円）

令和３年度

0 0

115.0% A

本事業により，維持管理費等のコスト削
減に繋がっている。

R3年度は次の施設の解体等を実施
・須波コミュニティセンター
・内港東駐車場
・旧老人大学

条例廃止となった普通財産は三原市公
有財産利活用基本方針に基づき，財産
処分を推進する。

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満

16



３　圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野

達成率の内訳

3-1 人材育成 3-2 外部からの行政及び民間人材の確保・活用

達成率の内訳 達成率の内訳

【事業の進捗状況】

● 評価がA，Bの事業

● 評価がC，Dの事業

　評価がC，Dとなった事業は全体のうち約18％。その要因等は以下のとおり。

C
主な事業内容

中山間地域の維持・活性化のため，地域住民の意見聴取，地域での話し合いの促進，連携
体制づくりを行う地域支援員の配置を推進

要因
地域において支援員に適した人材の不足。未配置地区において制度や優良事例について
の周知が必要。

・道路・河川の維持管理ボランティア活動支援事業（事業番号43）
　　道路河川への環境美化や愛護意識の普及並びに施設の維持保全を図りながら，地域の活性化につながった。
・外部人材活用事業（事業番号45）
　　事業の１つに民間からのCIO採用が挙げられ，これにより行政のデジタル化推進へ取り組んでいる。

施　策 人材の育成
達成
状況

事業名 地域支援員活用事業（事業番号28）【再掲】

指標設定数 3 指標設定数 2

事業数 5

指標設定数 5

事業数 3 事業数 2

0

1

2

3

4

5

A：100％以上 B：99～80％ C：79～60％ D：59%以下

0

1

2

3

4

5

A：100％以上 B：99～80％ C：79～60％ D：59%以下

0

1

2

3

4

5

A：100％以上 B：99～80％ C：79～60％ D：59%以下

40.0％

20.0％ 20.0％ 20.0％
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達成
状況

事業名 地域おこし協力隊事業（事業番号42）

D

要因
令和３年は，隊員２人が任期途中で退任したため，目標値を下回る結果となった。（現在は
６名が活動中。）任期終了後の定着に向けて就職・起業に向けたフォローアップを強化して
いく。

施　策 外部からの行政及び民間人材の確保・活用

主な事業内容
地域外の視点から，地域を支援できる地域おこし協力隊を複数人配置し，住民組織等と連
携した地域活性化野取組を行い，任期終了後の地域内での起業や定住をめざす。

18



予算 決算

　3-1　人材の育成

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

令和３年度

77,927 56,076

三原市ボランティア・市民活動サポートセ
ンター運営委員会の支援を行い，運営の
充実を図っていく。

19,449 25,584

事業費（千円）

34,318

清掃活動を行う団体数の増加を図ってい
く。

15,992 16,701

未配置地区については，制度の周知に
努め，住民組織との協議を行っていく。

20,635

課　題

登録者数が増えていないため，新たな人
材の確保が進んでいない。

未配置地区における配置の促進が必
要。

緑のオーナー制度は継続しホームペー
ジ，広報等を活用市、周知する。県のア
ダプト制度（マイロードシステム）について
は，活動認定団体を増やす取組みにつ
いて県と連携を図る。

A

本事業により，道路河川への環境美化や
愛護意識の普及並びに施設の維持保全
を図りながら，地域の活性化につながっ
た。

43
道路・河川の維持管理
ボランティア活動支援事
業

道路・河川の維持管理
ボランティア団体数

101.3%

89.1%41
地域経営推進事業
【再掲】

三原市ボランティア・市
民活動サポートセンター
登録者数

74.1%42
地域支援員活動事業
【再掲】

地域支援員の配置地区
数

C
中山間地域に地域支援員を配置し，その
活動を支援することにより，地域の維持・
活性化を図った。

B
人材の確保・育成と市民活動団体や住民
組織などの多様な主体が連携するよう
ネットワークの充実に取り組んだ。

達成
状況

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 ３　圏域マネジメント能力の強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　地域の様々な課題解決や地域資源の利用を進め，地域活動や産業活動を支えていく人材をあらゆる分野において育成する。

内容 達成率

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満
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予算 決算

　3-2　外部からの行政及び民間人材の確保・活用

【めざす姿】

　　　（千円）

R3 R4

決算 予算

スポットでの行政アドバイザーの活用等
を含め，引き続き外部人材を活用するこ
とにより，新たな意見や視点取り入れて
いく。

－

令和4年度から導入した「おためし地域お
こし協力隊制度」や具体的な活動テーマ
の設定などにより，ミスマッチの防止や定
着率の向上を図る。

27,499 50,498

－

三原市定住自立圏共生ビジョン　成果指標検証シート

政策分野 ３　圏域マネジメント能力の強化

事業番号 事業名

指　標

成　果 今後の方針

　民間企業，研究機関，国・県等の専門性を有する人材を確保・活用することにより，新たな視点から本市の課題解決を図ることをめざす。

内容 達成率
達成
状況

A

D

大都市圏等から移住し，地域おこし活動
を行う人材として，地域おこし協力隊を配
置することにより，都市部からの移住と地
域の振興を図った。また，専門アドバイ
ザーを設置し，就職・起業に向けたフォ
ローアップを強化した。

事業の１つに民間からのCIO採用が挙げ
られ，これにより行政のデジタル化推進
へ取り組んでいる。

課　題

本市における地域おこし協力隊の定住率
は，令和3年度末において全国平均65％
に対し50％と低く，定住率を高めるための
対策が必要である。

採用された人材の任期終了後も事業が
推進されるよう，体制づくりに取り組んで
いく必要がある。

55.6%44 地域おこし協力隊事業
地域おこし協力隊員の
配置人数

150.0%45 外部人材活用事業
外部人材の活用により
進展が図られた施策数

事業費（千円）

令和３年度

39,030 27,499

達成状況の区分について

A：達成率が100％以上

B：達成率が80％以上100％未満

C：達成率が60％以上80％未満

D：達成率が60％未満
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